
別紙様式

作成基準日 作成担当部署

〒992 - 0052

平成 2年 3月22日

資本金 千円(市出資等額：             125,000 千円、出資等割合： )

役員平均年齢
役員の平均年収

(千円)
職員数(うち地方公共
団体出向者・退職者)

職員の平均年収
(千円)

68.6歳 無給 18(1)               4,726

前々年度 前年度 5年度 前々年度 前年度 5年度

資産合計             287,078             281,042             296,190
当期における売上

高又は総収入
            361,719             362,688            375,235

負債合計              95,541              85,398              99,273
(うち市からの指定
管理料・補助金・

委託金)
(343,793) (342,287) (350,302)

(うち有利子負債) (0) (0) (0) 経常損益               2,416               4,441              2,409

資本合計(又は正味財
産合計)

            191,538             195,644             196,916 当期損益               1,569               4,106              1,272

(資本合計)－(資本金)              40,538              44,644              45,916
減価償却前
当期損益

              1,569               4,106              1,272

前々年度 前年度 5年度

                  -                   -                   -

                  -                   -                   -

                  -                   -                   -

            343,793             342,287             350,302

前々年度 前年度 5年度

                  -                   -                   -

地方公共団体に
よる監査結果

その他の特記事
項

○　公益法人については、5.財務状況の記入に当たって公益法人会計基準に読み替えること。
○　当該様式に関して関係法令等の改正があった場合には適宜対応すること。

第三セクター等の情報公開

ホームページアドレス：http://www.uesugizaidan.or.jp/

米沢市丸の内１丁目２番１号

令和6年3月31日現在

公益財団法人米沢上杉文化振興財団

　理事長　種村　信次

第三セクター

教育管理部　社会教育文化課 業務概要

【目的】

地域文化の振興を図るため、歴史・文化に関
する調査研究、美術品の公開展示及び広く芸
術文化等の事業を実施し、もって地域社会の
より豊かな文化生活に寄与することを目的と
する。

役職員の状況
※臨時・パート

を除く

職員平均年齢

44.0歳17(2)

所在地

役員数(うち地方公共団体
出向者・退職者)

名称

代表者

【業務内容】

米沢市上杉博物館の管理及び事業運営
米沢市座の文化伝承館の管理及び事業運営
ナセＢＡ(市立米沢図書館、よねざわ市民
ギャラリー)の管理及び事業運営
置賜文化ホールの事業運営
　

項目

82.8%

設立年月日

金額(千円)

賃
借
対
照
表
か
ら

               151,000

②利子補給金

③税の減免額

項目

小計

金額(千円)
備考(目的、内容、算出根拠等)

電話番号：0238-26-8000

①補助金(助成金)

(１)財政的支援

項目
金額(千円)

金額(千円)
項目 備考(目的、内容、算出根拠等)

損
益
計
算
書
か
ら

財務状況

第三セクター等
への関与の状況

合計

⑥出資金、低利貸付等に
　伴う機会費用

①損失補償契約に係る
　債務残高

上杉博物館指定管理料、市立米沢図書館等指定管理料、座の文化伝承館指定管理料、置賜文
化ホール事業負担金

④その他(　　　　)

(２)その他の財政的支援

合計

参考(指定管理料・委託
料)

小計

⑤損失補償契約に伴う
　金利軽減額

経営状況についての
予備的診断における評価

今後の方向性：(存続、民間譲渡、完全民営化など)

今後の方向性に関するコメント、克服すべき課題

その他

存続

良好な事業実施により経営状況は健全である

Ａ

⇒ Ａ：経営努力を行いつつ継続

地方公共団体に
よる点検評価の

結果

⇒ Ｂ：事業内容の大幅見直し等による抜本的な経営改善が必要

③出資金

⇒ Ｃ：深刻な経営難にあり、経営の観点から事業の存続を含めた検討が必要

②貸付金残高


